
令和５年度随意契約の結果（５００万円以上の工事、物品、委託）
教育委員会

（注）※１、※２の説明

1

教育総務課 授業料徴収事務委託 授業料等の徴収及び
収納に関する事務処
理業務

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6 年 3 月 31 日 株式会社滋賀銀行 5,154,287 5,154,287 高等学校授業料等の口座振替およびデータの個
人別管理を行うことを目的にS61年に滋賀銀行に
委託し、授業料等の徴収および収納に関するシ
ステム開発を行った。したがって、このシステムに
より業務を行えるのは当該契約相手方以外には
ないため。

2 3イ

2

高校教育課 国際バカロレア・ディプ
ロマプログラム業務委
託

外国人指導者によるＩ
ＢＤＰに係る授業およ
び関係教育活動の実
施

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6 年 3 月 31 日 ミシガン州立大学連合
日本センター

6,985,000 6,985,000 当該業務では、関連する科目等の指導業務に加
え、英語教育や国際教育等に係る包括的な学習
プロブラムの企画、運営、コンサルティング等の
業務を幅広く履行することが求められる。ＩＢＤＰ
の仕組みや制度の理解、認定試験に向けた受験
指導の体制、海外大学への進学に係る進路指導
の情報や技術が必要であり、これらに必要な資
質や能力を持ち、国内外の大学等での指導経験
が豊富なスタッフを擁するのは当該相手方しかい
ないため。

2 3イ

3

高校教育課 民間外国語指導助手
派遣業務委託

県内の県立高等学校
への外国語指導助手
の派遣

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 5 年 7 月 31 日 株式会社インタラック関
西東海

20,328,000 20,328,000 高度な指導力や英文法等の知識を持ったＡＬＴを
複数の県立高校に派遣するという特殊な業務で
あるため、採用基準やシステムが確立されてお
り、県内市町における採用実績が豊富な当該相
手方をおいて他にはないため。

2 3イ

4

高校教育課 民間外国語指導助手
派遣業務委託

県内の県立高等学校
への外国語指導助手
の派遣

令 和 5 年 8 月 1 日 ～ 令 和 6 年 3 月 31 日 株式会社インタラック関
西東海

40,656,000 40,656,000 高度な指導力や英文法等の知識を持ったALTを
複数の県立学校に派遣するという特殊な業務で
あるため、採用基準やシステムが確立されてお
り、県内市町における採用実績が豊富な当該相
手方をおいて他にはないため。

2 3イ

5

幼小中教育課 令和５年度滋賀県学
びのステップアップ調
査ＣＢＴ化事業委託

児童生徒が端末で行
う「学びのステップアッ
プ調査」の提供、調査
結果および分析結果
のフィードバック

令 和 5 年 4 月 17 日 ～ 令 和 6 年 3 月 31 日 エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社
関西支社

6,479,880 6,479,880 当該事業者が提供している「まなびポケット学力
調査（ＣＢＴ）」は、児童生徒一人ひとりの「学びの
伸び」を経年的にＩＲＴ（項目反応理論）を活用して
適切に測定できるシステムを有しており、児童生
徒一人ひとりの学びの伸びを経年的に把握・分
析するには、昨年度の調査の実施主体である当
該事業者に継続して事業を委託する必要があ
り、他に代替しうる者がないため。

2 3イ

根拠
法令
※１

適用
類型
※２

番号
当該年度における

決算額 (円）

表頭欄の「根拠法令」（※１）は、随意契約ができる場合について規定している地方自治法施行令第１６７条の２第１項の１号から９号のうち該当する号を記入し、２号の場合（性質又は目的が
競争入札に適しないもの）については、「適用類型」（※２）に厳格な運用を図るために県が作成した７類型のうち該当するものを記入しています。

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間（履行期間）

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円） 随意契約とした具体的理由等
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6

特別支援教育
課

スクールバス運行管
理業務委託

県立特別支援学校の
スクールバス運行管
理業務（野洲養護学校
①）

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 5 年 4 月 30 日 滋賀中央観光バス株
式会社

7,179,004 7,179,004 入札が不調（予定価格超過）に終わり、不落随契
にも至らなかったが、学校始業日から確実にス
クールバスを運行する必要があり、事前準備の
日数等をふまえて早期に契約を締結する必要が
あるため。

5

7

特別支援教育
課

スクールバス運行管
理業務委託

県立特別支援学校の
スクールバス運行管
理業務（野洲養護学校
②）

令 和 5 年 5 月 1 日 ～ 令 和 6 年 3 月 31 日 サンマネジメント株式会
社

82,897,100 82,897,100 入札が不調（応札者なし）に終わったが、５月の
バス運行開始日から確実にスクールバスを運行
する必要があり、事前準備の日数等をふまえて
早期に契約を締結する必要があるため。

5

8

特別支援教育
課

スクールバス運行管
理業務委託

県立特別支援学校の
スクールバス運行管
理業務（八日市養護学
校）

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6 年 3 月 31 日 有限会社レークリバ
ティー

55,841,170 55,841,170 一般競争入札に付したが、予定価格超過のた
め、再度の入札に付しても落札者がいなかったた
め。

8

9

特別支援教育
課

スクールバス運行管
理業務委託

県立特別支援学校の
スクールバス運行管
理業務（草津養護学
校）

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6 年 3 月 31 日 株式会社ジャパンリリ
－フ関西滋賀支店

79,134,000 79,134,000 一般競争入札に付したが、予定価格超過のた
め、再度の入札に付しても落札者がいなかったた
め。

8

10

特別支援教育
課

分教室スクールバス
運行業務委託

県立特別支援学校の
分教室のスクールバ
ス運行業務（石部分教
室）（単価契約）

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6 年 3 月 31 日 滋賀観光バス株式会
社

10,190,400 10,190,400 一般競争入札に付したが、予定価格超過のた
め、再度の入札に付しても落札者がいなかったた
め。

8

11

特別支援教育
課

スクールバス感染症
対策業務委託

県立特別支援学校の
スクールバス増便分
の運行（甲良養護学
校）（単価契約）

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 5 年 7 月 31 日 滋賀中央観光バス株
式会社

14,938,869 14,938,869 一般競争入札に付したが、予定価格超過のた
め、再度の入札に付しても落札者がいなかったた
め。

8

12

特別支援教育
課

スクールバス感染症
対策業務委託

県立特別支援学校の
スクールバス増便分
の運行（長浜養護学
校）（単価契約）

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 5 年 7 月 31 日 滋賀中央観光バス株
式会社

11,384,450 11,384,450 一般競争入札に付したが、予定価格超過のた
め、再度の入札に付しても落札者がいなかったた
め。

8

13

保健体育課 県立学校児童生徒定
期健康診断業務委託

尿（糖・蛋白・潜血・尿
検査用小児採尿バッ
ク）（単価契約）

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 5 年 8 月 31 日 一般財団法人滋賀保
健研究センター

6,774,900 6,600,534 令和５年度分にかかる入札（応札２社）について、
当初落札者に対する落札決定を取消し、次点の
業者に対して落札決定を行ったが、当該業者は、
コスト超過が発生し受託できないとして、これを辞
退。児童生徒の定期健康診断は、法令により６月
末までに実施する必要があり、期間内に県立学
校児童生徒約31,500人に尿検査実施可能な業者
は、取消業者を除き唯一参考見積を提出し、応
札した当該契約相手方しかないため、緊急の必
要により一者随意契約を行った。

9
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14

保健体育課 県立学校児童生徒定
期健康診断業務委託

心臓の疾病および異
常の有無（心電図12誘
導）２ブロック（単価契
約）

令 和 5 年 5 月 1 日 ～ 令 和 5 年 8 月 31 日 一般財団法人京都微
生物研究所滋賀営業
所

6,298,600 6,121,500 令和５年度実施分につき４ブロックに分けて入札
を実施したが、第２ブロックについて不落となり
（応札１社）、また随意契約の締結にも至らなかっ
た。そこで、移動が多いことや人員確保の業者負
担を考慮して再積算を行い、当該業者と緊急の
必要による一者随意契約を締結した。児童生徒
の定期健康診断は、法令により６月末までに実
施する必要があり、期間内に対象校の心電図検
査を実施できる業者は、第２ブロックに応札した
当該業者以外になかったことによる。

5

15

草津養護学校 エレベータ保守点検業
務委託

エレベータ保守点検業
務

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 7 年 3 月 31 日 三菱電機ビルソリュー
ションズ株式会社　関
西支社

6,919,440 3,459,720 本校の昇降機はすべて当該事業者製であり、昇
降機の安全面において専門的技術的に長期継
続（部品の老朽化を迅速に把握）して保守・修理
を実施する必要があること、また地震発生時等に
昇降機が緊急停止した場合においても遠方から
出動できる体制が整っていること、さらに事故発
生時のメンテナンス会社と昇降機製造会社との
責任範囲が不明確となることを防止することが必
要であり、当該事業者以外に本業務を遂行でき
るものはいないため。
*長期継続契約

2 3イ

361,161,100 357,349,914
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令和５年度長期継続契約締結結果（７千万円以上）
教育委員会

該当なし
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